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阪神・淡路大震災における被災地自治体技術職員へのアンケート調査
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要約
阪神・淡路大震災について、被災地自治体の技術職員(課長・係長)を対象にアンケー
ト調査を実施し、参集状況と震災直後の職場の状況、初動体制、緊急対応、被災直後の業
務への取り組み状況、震災体験での感想、などを調べた。 アンケートの回答者は239名で、
神戸市と兵庫県庁で全体の90%におよぶ。回答者で負傷を負った人は少ないが、家屋倒
壊・半壊した人は l割におよび、ほとんどの人が家具の転倒など何らかの被害を受けてい
る。
参集経路で、 6割以上の人が道路の不通や極度な渋滞など大きな交通障害に遭遇してい
る。参集経路が震度7地域を含む場合と含まない場合とでは参集時間に大きな違いがある。
庁舎の倒壊や大きな被害を併せると 48%が大きな職場の被害に遭遇し、被害小・なし
は8%にすぎない。最初の取り組みは連絡で、次に被害状況を把握し、現場点検を実施し
ている。指揮系統は乱れ回復は遅れたが、日常業務への取り組みは早く、組織としての業
務の維持につとめている。住民の要望にも応対しなければならず、職員は日常業務以外の
多種多様な仕事に忙殺されている。
1 .はじめに
阪神・淡路大震災については、多くの機関で調
査研究が行われ、地域防災・都市防災の視点から
も数多くの問題提起がなされてきた。しかし、被
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災地「自治体」の職員が、自ら被災した困難な状
況下で、極めて重要な役割を果たしているにもか
かわらず、その実像があまり見えていない。
震災直後の初動期の対応から復旧・復興の全て
の過程で、自治体の職員は常に最前線で住民とじ
かに接し、重要な役割を担うことになるが、今ま
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での研究でこの問題を扱ったものは少ない。
ここでは、最前線に立って重要な役割を担った
被災地自治体の技術職の課長・係長を対象として
震災体験についてアンケート調査を行い、実体験
の貴重な情報が得られた。この結果をもとに、被
災状況と参集状況、震災直後の職場の状況や初動
体制、震災時における業務への取り組みなどにお
ける実状や問題点を整理し、「阪神・淡路大震災に
おけるもう一つの教訓IJとしてまとめた。
2.震災体験アンケー卜調査の概要
(1)アンケー卜の内容
兵庫県庁と神戸・西宮・尼崎市役所の技術職の
課長・係長を対象として以下の内容についてアン
ケート調査を実施し、平成10年7月に調査を終了
させた。
①震災当時の所属と所在地・住所および、通勤
手段
②地震発生時について
③被災直後の主な仕事について
④震災の教訓について
⑤震災前と震災後の変化について
⑥自由意見
アンケートは択一式と文書形式の回答内容になっ
ており、①~③は択一式の質問が多く、④~⑤は
文書形式の質問が多い。アンケー卜の回答者は239
名(サンプル数239)であるが、質問事項によって
は空欄(回答がない)も多く、分析の際には項目
ごとに記入のあったサンプルを集計した。
ここでは択一式の回答の全サンプルを分析の対
象とした。
(2)回答者の所属と部署
回答者サンプルの所属は図 1(1) (2)に示すよ
うに、神戸市役所と兵庫県庁で全体の90%を占め、
神戸市は全体の58%に及ぶ。道路関連の事業部署
は38サンプル(15.9%)で、都市計画が13%、住
宅・建築が16.3%、水道が12.1%、下水道が11.7
%であり事業部署による差は少ない。
アンケートの対象者を課長・係長としたことか
ら、責任あるポストの人達で、年齢的にはほとん
? ?
(1)回答者の所属
(2)回答者の所属部署
図1 回答者の所属部署
どが40歳代・ 50歳代を対象とした調査になってい
るo
3.参集状況
(1)回答者の被災状況と直後の行動
回答者の被災状況は、図2(1) (2)に示すよう
に、本人は無傷で、家具の転倒・散乱等の被害(軽
微な被害)を受けたと回答した人が大多数である。
回答者で重傷を負った人はなく、軽傷を負った人
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(2)全サンプルの累計
(2)回答者の家屋被害
被災直後に行ったこと
(2)参集時の経路の被害状況
参集時における経路の沿道の家屋倒壊状況は、図
4に示すように、 77%の人が家屋倒壊に遭遇して
おり、 58%は多数の家屋倒壊を目撃している。参
集時経路での延焼火災については、図5に示すよう
に、 36%の人が目撃している。
道路の被害状況は図6に示すように、 41%が塞
がれており、 23%が狭くなっている。被害なしは
15%に過ぎず、震災時の道路被害の被害の大きかっ
たことがわかる。文章回答によると、家屋やビル
の倒壊による被害のほかに橋梁被害や路面の段差・
亀裂が多く生じていた。
図3回答者の被災状況
は7名 (3%)と少なかったが、家屋が倒壊・半壊
した人は23名で約1割に及び、大多数の人が家財
の転倒・散乱などの被害を受けている。
被災直後の行動としては、地震発生が早朝であっ
たこともあり、図3に示す複数ある行動の中から第
1番目に行ったことは(図3(1))、家族の安否確
認の回答数が大多数を占め (84%)、 2番目には親
類への連絡、 3番目には職場への連絡・職場へ直行
という回答が多くなっている。項目別に全ての回
答を順不同に累計すると(図3(2))、家族の安否
確認がl番となり、職場への直行、親類への連絡、
職場への連絡が続いて多くなっている。
図2
174 総合都市研究第72号 2000
図4 参集時経路の沿道の家屋倒壊 図7 参集時経路の道路交通状況
図5 参集時経路の火災状況
図6 参集時経路の道路被害状況
参集時における道路交通状況は図7に示すように、
不通が10%、大渋滞が36%、渋滞が15%で、参
集時の道路経路で大きな交通障害に61%が遭遇し
ており、軽微な混雑は 18%で、通常の状態で参集
できたのは 14%にすぎない。地震発生が早朝で
あったことから、発生直後に職場に向かった人は
交通渋滞に巻き込まれていない。
(3)参集時の交通手段
「参集時の交通手段」の項に回答ある 228サンプ
ルを対象にして整理を行った。
通常時の交通手段は図8に示すように、電車通勤
が最も多く 56%、次にパス併用利用者が25%と
続いている。自家用車を利用している人は 10%と
3番目の交通手段になっており、パスだけを利用し
ている人は 3%と少ない。
参集時の交通手段は図9に示すように、 86%が
通勤時と異なり、同じ交通路を利用できた人は9%
と1害IJに満たない。
参集時の交通手段は表1によると、自家用車使用
が44.7%と多く、相乗り車の 6.1%を加えると乗
用車の使用者が全体の半数以上に達する。その他
の回答者 03.6%)のなかにタクシーを使用した
人が多く、車を使用し参集した人が多かったこと
がうかがえる。自転車の利用者は 17.1%と自家用
車に次いで多く、徒歩だけで参集した人の7.5%を
大きく上回っている。交通網に支障が生じても利
用可能な徒歩・自転車・バイクの利用者は3割弱に
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図8 通常時の通勤支通手段
図9 参集時の交通手段
表1 参集時の交通手段のシフトの内訳
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函10 参集時の交通手段のシフト
とどまっている。
参集時の交通手段の変更状態は、表1、図10に
よると、電車通勤者の多くは自家用車・相乗り車
に切り替えており、自転車へ切り替えた人も比較
的多い。鉄道とパスを乗り継いで通勤している人
のほとんどが自家用車で参集している。
(4)参集時間
「通勤時間Jr通勤距離」と「参集時間」の全て
を回答している 174サンプルを対象に通勤距離・時
間と参集時間との関係を検討した。
通常時の通勤距離と通勤時聞は図11に示すよう
に、距離に見合った通勤時間となっている。
震災時は通常時(図11)と異なり、図12に示す
通勤距離と参集時間の関係によると、参集するた
めに600分(10時間)程度必要であったと回答し
た人がおり、被災時の交通状態の混乱がうかがえ
る。 参集時間は、通勤距離との相関性がよくない
ことから、参集経路の被災状況によって参集時間
に差が生じていると思われる。
(5)被災状況と参集時間
震災記録より、神戸市の東灘区・灘区・中央区・
兵庫区・長田区・須磨区、西宮市、芦屋市を震度
7の地域として扱い、自宅もしくは勤務地がこの地
域に含まれる場合を「震度7地域内」、含まれない
地域を「震度7地域外」と分類した。また、職場も
しくは自宅が淡路島にありフェリーで通勤した場
合も、フェリーの運休を考慮、して「震度7地域内」
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図13 通勤距離と参集時間(震度地域別)
に分類した。
震度7地域内と地域外で区分した震度地域別の通
勤距離と参集時間の関係について、通勤距離に幅
を持たせ、距離区分ごとの平均参集時聞を図13に
示す。同じ距離でも震度7地域内の方が地域外より
参集するための所要時間は長くなっており、通勤
距離が5km-30kmの場合はその差が顕著に現れ
る。
参集時の交通手段別に分けた通勤距離と参集時
間との関係を図14(1) (震度地域内)、図14(2) 
(震度地域外)に示す。図中の黒抜き印は、一般車
両の交通規制を行った場合の交通手段を示す。
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図14 参集時の交通手段と参集時間
(1)職場の被災状況と初動内容
職場の被害状況と「職場で最初に取りかかった
ことJの1番目、 2番目、 3番目に回答のあった項
目を個々に集計し図 15に示す。
職場の被害状況は、倒壊などで入れないが19.1
%、建物の被害大が28.4%、ロッカー・机などの
散乱といったかなり激しい室内被害が44.1%を示
し、散乱少が5.4%、被害無しは 2.9%にすぎず、
職場がひどく被災している状況がわかる。
このような職場の被害状況で、最初に取りかっ
かことは、職場の被害程度に係わらず「連絡」が
第1位で、連絡では職員の安否の掌握に多くの時間
をさいている。第2位が「被害状況の把握」となっ
ており、全体の累計では第3位に現場点検があげら
れる。建物被害にあっている場合は「資料整理」は
できず、被害が室内程度で収まっている場合は「資
料整理」が第3位となっている。全体で第5位では
あるが最初に取りかっかたことが「被災者対応」で
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4.被災直後の職場の状況
参集手段別にみると、震度7地域内の方が自転車
や徒歩のみで参集した割合が高くなっている。徒
歩では 15km以内、自転車では 30km以内がおお
むね参集の限度であり、自転車の場合はわずかな
事例であるが40km以上に及ぶケースもみられる。
バイクの使用は少ない事例ではあるが40km程度
に使用範囲が延びている。震度7地域以外では、い
ずれの交通手段でも震度7地域内より参集時間は短
図14(1) によると、震度7地域内において参
集に自家用車・相乗り車を使用したケースで、参
集時聞が極めて短いものと、自転車・バイク利用
者より長くなっているものに二区分される。短い
ケースは、早朝に発生した震災の直後にL、ち早く
参集し渋滞に遭わなかった場合であり、長いケー
スは、渋滞に巻き込まれたケースである。激しい
被害状況下でも交通量が少ない場合は自動車は敏
速に動けるが、参集での自動車の利用は交通渋滞
に巻き込まれ参集時間を著しく遅らすことになる。
震度7地域内では、参集時の速さは徒歩で時速約
3km、自転車で時速約7kmを示している。
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職場の被害状況別の「最初に取りかかったこと」図15
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ある場合もあげられている。
(2)被災直後の主な仕事
被災直後の仕事は、日常担当している部署や業
務によって異なる。水道局・下水道局などのよう
に対象が比較的限定されやすい事業では、点検・緊
急復旧など日常業務に関連することを行っている。
一方、庁舎が潰れた部署や工事や管理を持たない
セクションでは、異なる事務所に配属されたり、市
街地の被害状況の把握、家屋の応急危険度の把握、
仮設住宅の建設、住民対応、避難所支援など日常
業務に関連する以外の仕事に携わっている。
被災直後の「課Jr係」として取りかかった仕事
の状態を図 16(1) (2)に示す。課の業務は課長、
係の業務は係長が記入することにしていたが、両
方とも記入しているサンプルもあり、それぞれの
記入を生かし累計した。図中の括弧内の数字は「課・
係」単位での回答に対する割合を示す。「課として」
みると、「臼常業務関連」は51%で「それ以外」は
46%を示し日常業務への取り組みの割合がわずか
ではあるが多くなっており、課としての機能は保
とうと努力していることがわかる。一方、「係とし
て」みると、「日常関連業務jは39%であるのに
対し「それ以外」は59%と多く、日常の関連業務
以外の仕事に追われていたことがわかる。
(3)指揮系統も回復
指揮系統の回復時期を図17に示す。震災初日で
指揮系統が回復した職場は8%と1割に満たない。
未記入のものが多くこれだけでは判断しにくいが、
1週間以上と回答したものが 18%と 2割近くいた
ことから、震災後の指揮系統の回復には、かなり
の時聞が必要であったことがわかる。
文章回答では「電話不通・交通渋滞で情報が入
らないJr本部と現地とでの意識の差が大きく、上
部からの指示に誤りも出たJr指揮系統が崩れた時
に、緊急に対応しなければならないことに対する
対処方法がルール化されていなかった」などの意
見があげられていた。
(4) 日常業務に関連する仕事への取組み状況
日常行っている業務に関連し被災情報収集や点
検、応急対応の仕事に取りかかった時点は、図 18
に示すように、被災当日から取りかかったのは16.4
(1)課として最初に取りかかった仕事
(2)係として最初に取りかかった仕事
図16 初動業務の内訳
図17 指揮系統の回復時期
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図18 日常関連業務への取り組み時期
図19 震災時におけるマニュアルの有効性
%で、 1日後で26.4%、 2日後で24.9%を示し、震
災2日後には7割弱が臼常業務に関連する仕事を
行っている。 3日後は 11.4%、 4-10日後は 10.4
%と少なく、 11日以降まで取り組めなったのは10
%にとどまる。
震災後の取組みに80%弱は混乱と人手不足を感
じている。文章回答によると、応急対応と調査、住
民の要求、業者の手配などを同時に処理しなくて
はならず、職員だけで行うのに限界を感じている。
業者やコンサルタントの協力が有効であり、人手
不足には、他の自治体からの長期間の派遣は大き
な戦力になっている。一方では、現場にとって緊
急性があまりないことでの報告書の作成や、議員
やマスコミ対応などに時間をついやし、緊急対応
への障害になっている場合も見受けられる。
震災応急対応マニュアルの有効度については図
19に示すように、大変役立った・役立ったは 140
の回答者中の6%強に過ぎず、あまり役立たなかっ
た (28.6%)・ほとんど役立たなかった (65%)が
94%弱に及ぶ。
文書回答では、災害関連のマニュアルは風水害
を意識しており、地震についての関心度は薄かっ
た。また、マニュアルがあったとしても今回のよ
うな大きな地震動・震災に有効に機能することは
困難であると感じている。
5.震災応急対応マニュアル
震災時の職場における震災応急対応マニュアル
の普及については、マニュアルが「有るjと答え
た人は26%と少なく、「無L、」と答えた人は74%
に及ぶ。また、「有る」と答えた人でも、図20に
示すように、マニュアルが「行き護っていた」は
4.6%ときわめて少なく、 Il、なかった」が77%と
大半をしめる。「どちらとも言えない」は18.5%で
あり、震災マニュアルは職場に浸透していなかっ
た。
調査終了(平成10年7月)時点におけるマニュ
アルの改訂状況は、震災応急対応の他に技術マニュ
アルも含んでいたことからと、図21に示すように
図20 震災時におけるマニュアルの浸透具合
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図21 マニュアルの改定状況
図22 改定後のマニュアルの有効性に対する意識
未記入の人が多くなっており、改定したと回答し
たものは 55サンプル(全体の 23%)のみであっ
fこ。
震災後にマニュアルを改訂したと答えた55サン
プルを対象にとしたマニュアルの有効性について
の質問には、図22に示すように、有効に機能する
と「思う jは58%、「思わない」の 20%、「どち
らとも」・「未回答J22 %になっている。
改定したと答えた人が全体の 23%にとどまり、
また、改定されたと答えた人で改定されたマニュ
アルに必ずしも肯定できない人が40%強いること
は、今回の震災体験の重さと震災対策の難しさを
示していると思う。
マニュアルについての文書回答によると、有効
に機能すると答えた人の意見では、「指揮系統や他
の機関との連携などの内容が具体的になったJr参
集体制や連絡体制なと、携帯マニュアルにより行う
ことが明確になった」などがあげられるが、一方
では「日常の訓練が欠かせないJr形骸化された訓
練ではマニュアルは生かされないJなどの指摘が
つけられていた。有効に機能するとは思えないと
答えた人は、今回のような強い地震動や大きな震
災規模に対し、マニュアルで有効に対応できるか
を疑問視する意見が多かった。また、いくらよい
マニュアルを作成しでも、利用する人の問題意識
であり、震災後で問題意識の高い今の時期であれ
ば有効に機能するが、風化してしまえば機能しな
いと考えている意見が多かった。
6.震災時における技術職員の役割
震災時に情報は途絶え、指揮系統が乱れている
なかで状況に対処しなければならない。このため
技術職員の危機管理について個人の素質・能力が
果たす役割については、図23に示すように、「重
要である」は86.3%、「さして重要でないJが8.4
%、「どちらとも言えない」が5.3%であった。
回答者の文書回答では、「組織として体制が整う
前の準備期間中にも災害は進行する。指揮・命令
図23 災害時における個人の資質・能力
草野:阪神・淡路大震災における被災地自治体技術職員へのアンケート調査 181 
図24 組織・個人の技術力
系統が整わなくても対応すべき範囲を限定すべき
ではないJIマニュアル化されていても、災害には
予想外の事態が生じる。即座に対応しなければな
らないことが多く、結局は個人の能力に頼らざる
をえなLリ「技術力に裏付けされた決断力・リーダー
シップが要求される。日常の業務の中から鍛えて
行くしか育たないが、その意思があれば危機に十
分対応できる」などの意見が多かった。また、今
回のような災害時には「日頃から自主的に仕事に
取り組むタイプの人が有効に機能したjという意
見が多く、日頃からの仕事に対する姿勢が重要と
思われる。
個人・組織としての技術力については、図24に
示すように、「ほぼ対応できたJが40.2%、「対応
できないものもあったJが35.5%、「対応が難しかっ
たJが19.2%、「どちらとも言えなL、」が5.1%で
あった。対応に難しさを感じる人が半数以上に達
しており、文書回答としては、応急危険度判定や
応急復旧工事など、日常では直面しないことへの
技術判断が問われることが多かったことをあげて
いる。
7. もう一つの教訓ーまとめにかえて一
(1)震災直後の参集時の教訓
1) 自宅・庁舎の震災への注意
本人が負傷したり大きな家屋被害を受けた人は
動きがとれず、課・係で被災を受けた職員は参集
できず初動体制に支障をきたした職場がある。日
頃から、自分が被害を受けないような配慮(家具
の転倒防止など)が必要である。
今回の地震では、神戸市役所の庁舎が潰れその
階に入ることができなかった。その他にも被害を
受けた職場が多く、職員の集合する場所がとれな
い・復旧のための資料が不足したなどの障害が生
じている。庁舎は対策や復旧業務の拠点になると
ともに、住民との接点にもなることから、耐震性
の配慮は欠かせない。
2)参集における教訓
参集時の手段として乗用車を使用した人は相乗
り・タクシーを含めると半数以上に達している。
地震発生が早朝であったことから、震災直後の
早朝に職場に自家用車で出発した人は早い時間に
職場に到着していたが、それ以外は渋滞に巻き込
まれている。参集手段として徒歩・自転車・バイ
クを使用した人は、一定の時間内に参集している。
参集時に家屋・ビルの倒壊や橋梁被害、路面の段
差・亀裂など道路被害に直面しているが、交通量
が少ない時間であれば、早期に参集できたことか
ら、今回の地震のような激しい被害状況下でも、最
低必要限の交通は確保できることがわかる。
震災時における道路の果たす役割は極めて大き
い。今回の参集状況からの教訓としては、人命救
助や消火活動に必要な地震発生直後の時間帯では、
激しい被害状況下でも緊急車両に限定すれば、交
通機能が果たせる可能性を示唆している。一方、
いったん渋滞が生じると、交通は極端に麻揮し、救
援活動に著しい障害をもたらす。地震の時間帯を
考慮すると、今回のように自家用車を使用し早く
参集できたことは、早朝時の震災で交通が少ない
状態で、むしろ例外と考えるべきである。基本的
には、渋滞の原因となる自動車の使用はさけ、通
勤距離を配慮し徒歩・自転車・バイクで参集でき
る限度を考慮した参集体制をとることが教訓とし
てあげられる。
(2)初動時の教訓
1)初動の内容
職場の被災状況により若干の違いはあるが、最
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初に「連絡」、次に「被害状況の把握Jr現場点検J
と続いている。第5番目ではあるが「被害者対応j
があげられ、かなりの人がこれにあたっている。
自治体では、技術職場であっても初動の早い時
期から住民対応を行わなければならない。
電話が不通のなかで「連絡」の多くを職員の安
否に当てているが、参集しにくい遠距離通勤者を
事前に連絡の中継地にしておけば、この時聞を節
約できると考えられる。
2)被災直後の仕事
被災直後の仕事では、課としては日常業務に関
連する仕事がそれ以外の仕事より若干多くなって
いるが、係単位では日常業務以外の仕事の割合の
方が多くなっている。このことは、職員は日常関
連業務以外の仕事に多くの時間をさき、極めて多
忙な時聞を過ごし、多方面のことで重要な役割を
果たしていることを示している。
3)指揮系統の乱れ
連絡網が途絶え、混乱状況が続いた。本部と現
場との意識のずれや、指示が徹底されないことも
多く、通信網の確保・指揮系統の強化とともに、指
揮系統が崩壊したときの対処方法のルール化が重
要な課題であることが教訓としてあげられる。
(3) 日常関連業務への取り組みについての教訓
日常関連業務の取り組みは、震災当日からは難
しいが、 2日目ぐらいから取り組まれている点検・
調査と緊急対応、住民の要求、提出書類の作成、業
者の手配などを同時に処理しなければならないな
ど、職員だけで行うことに無理があると感じてお
り、 8割以上の人が混乱と人手不足をあげている。
提出書類の簡素化、契約手続きの簡素化、議員・
マスコミ対応の一元化など、職員の負担を軽減し
緊急に対処すべき重要事項を的確に行えるような
環境の整備が、震災対策の重要な教訓としてあげ
られる。
地域の業者やコンサルタントとの協力は欠かせ
なL、。また、他の自治体からの協力派遣は大きな
戦力となっている。日頃から、これらの協力体制
を作っておく必要がある。
(4)震災応急対応マニュアル
マニュアルは今回の地震のような災害を想定し
ていなかったことから、実際に役に立つ内容では
なかった。
改訂後のマニュアルの有効性については、有効
に機能すると答えた人は58%と半数は超えている
が、「思わない」が23%、「どちらともJr未回答」
が22%になり、震災の経験が充分に生かされてい
ないと考えている人が多い。
有効であると答えた人も、震災体験が空洞化さ
れた時には「参集体制Jと「連絡体制Jは参考に
なるが、その他のことでマニュアルが有効に機能
することに疑問をいだいている。
現実性を持たない「形骸化された訓練」や実態
にそぐわない「震災対策」では震災時に有効に機
能しないとの指摘は、震災を体験した職員の重い
教訓としてくみ取る必要がある。
(5)技術職員の体験からの教訓
組織として体制が整う前の準備期間中にも災害
は進行し、対処をすべきことが多く、個人の判断
で対応せざるをえない。また、予想外のことが多
く発生し、即座に対応しなければならないことが
多い。このような状況では、個人の能力に依存す
ることが多く、個人の素質・能力の重視性を指摘
する意見が大半を占めている。
技術力に裏付けされた決断力・リーダシップは、
自主的に仕事を取り組む姿勢のない所では脊たな
いとの指摘が多く、日常の業務のあり方を含め教
訓とすべきである。
震災時には技術的に即決しなければならないこ
とが多く、また、応急、・復旧工事などでは設計・工
事などの技術力が要求される。対応に難しさを感
じた人は半数以上であり、委託に頼る「ものづく
り」技術を軽視しがちな役所の傾向を危慎する意
見が多い。設計や工事の技術力を職場に確保する
ことの重要性を教訓とする必要がある。
8. おわりに
被災地自治体の技術職員のアンケート調査で記
載された文章を読むと、震災対応マニュアルも不
備な状況下で突如襲来したこの災害に対し、技術
職員が的確に任務を果してきたことが読みとれる。
草野:阪神・淡路大震災における被災地自治体技術職員へのアンケート調査 183 
震災時の行動は日常の仕事への取り組みを反映し
ていることから、日常どのような姿勢で仕事をし
てきたのかについて、学ぶべき教訓があるように
思えた。
アンケート調査では、兵庫県庁・神戸市役所の
方々の多大な協力をいただき深く感謝しておりま
す。ここでは択一式の回答を中心にまとめたが、文
書回答に貴重な意見が多く、今後整理を進めてい
く予定である。
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Questionnaire Surveys of 1ρcal Governments Civil Engineering Sta旺s
Experienced the Great Hanshin-Awaji Earthquake 
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To study the immediate of actions of 10ca1 govemments after the Great Hanshin-Awaji 
Earthquake， questionnaire surveys were investigated for these civil engineering head or 
subsection chief stafs. The answers of 239 staffs were gathered. 
When they used the pass roots to govemment office through the severe disaster zone with 
an intensity VI ， they were inv01ved in interrupution or sever jam of road traffic， and used a 10t 
of time in order to arrive at their office. 
More than ha1f the member staffs severe damage of their office such as collapse. In spite 
of the recovery 1ag of the chain in govemment command， they set about immediate actions 
conceming with their ordinary works after the earthquake. In the first p1ace， they contacted with 
the chain in govemment command and their stafs. In the second p1ace， they engaged in surveys 
of the earthquake disaster， and managed in inteηupution and recovery of trafic. 
